報告にあたって

　政府は2001年にe-Japan戦略を策定して以後、電子政府・電子自治体の構築を推進してきたが、新たに「ＩＴ新改革戦略」のもとで、さらに電子社会化・ネットワークシステム構築が推進されている。これらに対し、自治体職場の現状および市民自治確立の観点から今日的な到達状況や課題を点検することが求められている。

　情報技術等のインフラに関わる地域間格差の解消、情報化が進展するもとでの市民参加のあり方、人権など社会的公正を常に担保する運用方法など、市民や公共サービスの担い手の側から電子自治体の推進にあたり積極的に関与すべき課題が存在する。地域の課題を解決するため、情報技術を地域社会にどのように確立していくか、大きな課題に直面している。

　また、システムへの依存を無原則に行うことによる、プライバシー侵害対策、中央政府の情報集権化への危惧、そして市民におけるテクノストレス、デジタルデバイドの解消などの問題は山積している。

　こうした現状をもとに、行政と市民が連携した地域情報政策のあり方や、効率性と利便性を備えた電子自治体構築に向けての課題を整理し、以下の通りまとめた。

　本研究会は、これらの課題認識を踏まえて、第31年次自治研活動における情報政策分野の作業委員会として設置したものである。

「自治のための電子政府研究会」メンバー

　＜委　員＞

　　廣　瀬　克　哉（法政大学法学部教授）　　　　〔第１章執筆〕

　　牛　山　久仁彦（明治大学政治経済学部教授）　〔第４章－1.執筆〕

　　三　木　由希子（特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス理事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔第３章及び第４章－2.執筆〕

　　小　林　　　隆（東海大学政治経済学部准教授）〔第２章執筆〕

　＜事務局＞

　　大　門　正　彦（自治労本部政治政策局長）　　〔第５章を事務局で執筆〕

　　豊　岡　　　稔（自治労本部政治政策局次長）

　　角　本　健　吾（自治労本部政治政策局書記）

　　藤　岡　知　子（自治労本部政治政策局書記）

　　儘　田　博　道（自治労システムズ）

　＜協　力＞

　　次の官公署・団体の関係担当部署からヒアリング、情報提供など研究調査にご協力いただきました。

　　2006年５月　東京都三鷹市

　　2006年６月　神奈川県横須賀市及び横須賀市職員労働組合

　　2006年６月　総務省自治行政局

　　2006年９月　八王子市職員組合

　　2007年４月　大阪府豊中市及び豊中市職員組合

　　2007年６月　北海道自治体情報システム協議会（北海道町村センター）
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